
確認・検査の申請手数料 
R３.４.１以降 

対象：京都府の建築主事へ建築基準法に基づく確認、検査申請（国等に係るものを含む。）されるもの 

単位：円  

建築物 
※１ 

床面積の合計（Ａ）※２ 
確認申請※３ 

中間検査申請 構造計算書 
添付なし 

構造計算書 
添付有り 

  Ａ ≦ 30 ㎡ 9,180  18,360  16,320  
30 ㎡ ＜ Ａ ≦ 100 ㎡ 31,620  57,120  35,700  

100 ㎡ ＜ Ａ ≦ 200 ㎡ 38,760  66,300  39,780  
200 ㎡ ＜ Ａ ≦ 500 ㎡ 61,200  88,740  57,120  
500 ㎡ ＜ Ａ ≦ 1,000 ㎡ 157,080  106,080  

1,000 ㎡ ＜ Ａ ≦ 2,000 ㎡ 214,200  168,300  
2,000 ㎡ ＜ Ａ ≦ 5,000 ㎡ 377,400  235,620  
5,000 ㎡ ＜ Ａ ≦ 10,000 ㎡ 508,980  273,360  

10,000 ㎡ ＜ Ａ ≦ 50,000 ㎡ 676,260  441,600  
50,000 ㎡ ＜ Ａ   1,103,640  772,140  

建築設備 23,460  ― 
工作物 37,740  ― 

 

建築物 

※１ 

床面積の合計（Ａ）※２ 
完了検査申請※４ 

中間検査あり 中間検査なし 

  Ａ ≦ 30 ㎡ 16,320  18,360  
30 ㎡ ＜ Ａ ≦ 100 ㎡ 36,720  37,740  

100 ㎡ ＜ Ａ ≦ 200 ㎡ 41,820  42,840  
200 ㎡ ＜ Ａ ≦ 500 ㎡ 66,300  68,340  
500 ㎡ ＜ Ａ ≦ 1,000 ㎡ 120,360  122,400  

1,000 ㎡ ＜ Ａ ≦ 2,000 ㎡ 172,380  182,580  
2,000 ㎡ ＜ Ａ ≦ 5,000 ㎡ 268,260  278,460  
5,000 ㎡ ＜ Ａ ≦ 10,000 ㎡ 381,480  391,680  

10,000 ㎡ ＜ Ａ ≦ 50,000 ㎡ 477,360  487,560  
50,000 ㎡ ＜ Ａ   900,660  910,860  

建築設備 ― 31,620  
工作物 ― 38,760  

計画変更の手数料については、申請窓口にお問い合わせください。 

 

※１ 建築物を建築、大規模修繕、大規模模様替、用途変更する場合 

※２ 既存の建築物を増築して当該増築する部分と一の建築物となる場合にあっては、当該増築する部分の床面積に既存の

建築物の床面積の２分の１を加えた床面積となります。（R 元.6.26 改正） 

※３ 建築基準法第６条の３第１項ただし書に規定する建築主事の審査（ルート２審査）を要するものについては、確認手数料

に別途審査手数料の加算があります。（H27.6.1 改正） 

※４ 建築物省エネ法第１１条第１項に規定する特定建築行為がある場合（建築物エネルギー消費性能適合性判定対象建

築物）は、完了検査手数料に別途検査手数料の加算があります。（H29.4.1 改正）  



◆建築基準法第６条の３第１項ただし書に規定する建築主事の審査（ルート２審査）手数料
  

R３.４.１～                                        単位：円 

床面積（Ａ） ※４ ルート２審査手数料 

  Ａ ≦ 200 ㎡ 119,440 
200 ㎡ ＜ Ａ ≦ 500 ㎡ 142,800 
500 ㎡ ＜ Ａ ≦ 1,000 ㎡ 166,050 

1,000 ㎡ ＜ Ａ ≦ 2,000 ㎡ 189,410 
2,000 ㎡ ＜ Ａ ≦ 10,000 ㎡ 226,330 

10,000 ㎡ ＜ Ａ ≦ 50,000 ㎡ 300,590 
50,000 ㎡ ＜ Ａ   552,120 
※４ ２以上の部分がエキスパンションジョイントその他の相互に応力を伝えない構造方法のみ

で接している建築物の当該部分は、それぞれ別の建築物とみなす。 

 

◆建築物省エネ法第１１条第１項に規定する特定建築行為がある場合（建築物エネルギー消

費性能適合性判定対象建築物）の完了検査の加算手数料 

 

R３.４.１～                                        単位：円 

床面積の合計（Ａ） ※５ 

省エネ加算手数料 

建築物の用途 

工場等以外 工場等※６ 

300 ㎡ ≦ Ａ ≦ 1,000 ㎡ 56,100 13,260 
1,000 ㎡ ＜ Ａ ≦ 2,000 ㎡ 74,460 19,380 
2,000 ㎡ ＜ Ａ ≦ 5,000 ㎡ 120,360 47,940 
5,000 ㎡ ＜ Ａ ≦ 10,000 ㎡ 157,080 72,420 

10,000 ㎡ ＜ Ａ ≦ 25,000 ㎡ 188,700 90,780 
25,000 ㎡ ＜ Ａ ≦ 50,000 ㎡ 221,340 112,200 
50,000 ㎡ ＜ Ａ   286,620 156,060 
※５ 建築物エネルギー消費性能適合性判定対象となる面積の合計 

         ※６ 工場等とは、建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令第 10 条第１項第一号に規定する用途 

のみに供する建築物をいいます。 

 

京都府 各土木事務所 建築住宅課 TEL 

乙 訓：075－931－2478、山城北：0774－62－2246、山城南：0774－72－9521 

南 丹：0771－62－0364、中丹東：0773－42－8785、中丹西：0773－22－5144 

丹 後：0772－22－2703 

京都府 建設交通部 建築指導課 建築基準係 TEL 075－414－5348 
 

h t t p : / / w w w . p r e f . k y o t o . j p / k e n c h i k u /  
（京都府トップ＞組織で探す＞建設交通部建築指導課＞京都府の建築と指導） 

お問い合わせ先 


